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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第104期
第１四半期
連結累計期間

第105期
第１四半期
連結累計期間

第104期

会計期間
自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日

自　平成28年４月１日

至　平成28年６月30日

自　平成27年４月１日

至　平成28年３月31日

売上高 (百万円) 31,243 30,244 145,807

経常利益 (百万円) 369 256 3,602

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純利益

(百万円) 127 153 3,392

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 177 27 464

純資産額 (百万円) 32,462 32,262 32,718

総資産額 (百万円) 71,070 70,581 75,388

１株当たり四半期（当期）純利益金額 (円) 1.91 2.32 51.14

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 44.3 44.2 42.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済環境は、雇用情勢の改善が見られたものの、新興国経済の減速

や英国のＥＵ離脱問題の影響などによる急速な円高傾向もあり、先行き不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの主力である自動車関連事業における全国の新車販売台数は前年同四半期比1.9％減、当社グループ

のマーケットである東京都内の新車販売台数につきましては、前年同四半期と同水準となっております。

当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、軽自動車の「デイズ」「デイズルークス」

（ＯＥＭ車）の販売停止及びカナダ子会社の事業譲渡などの影響により、新車販売台数が5,688台（前年同四半期比

948台減、14.3％減）となった結果、売上高は30,244百万円（前年同四半期比998百万円減、3.2％減）、営業利益は

374百万円（前年同四半期比151百万円減、28.8％減）、経常利益は256百万円（前年同四半期比112百万円減、

30.4％減）となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、同２車種の販売停止に伴う逸失利益等に対する

受取補償金を特別利益に計上したことなどもあり、153百万円（前年同四半期比26百万円増、21.1％増）となりまし

た。

　

セグメントごとの業績を示すと、次のとおりであります。

①　自動車関連事業

販売停止しておりました軽自動車の「デイズ」「デイズルークス」（ＯＥＭ車）について、東京日産自動車販

売㈱、日産プリンス東京販売㈱、日産プリンス西東京販売㈱の３販売会社において、お客さまへの迅速かつ誠実

な対応を最優先に取り組んでまいりました。

このような状況の中、前年同四半期の新車販売台数構成比で約18％（1,188台）を占めた同２車種の販売停止に

よる販売台数減の影響がありましたが、お客さまとのお取引機会の最大化及び「お客さまのニーズに合わせた提

案型営業」が定着し、登録車の販売台数が増加したことにより、３販売会社の新車販売台数は前年同四半期比794

台減、12.2％減にとどまりました。これらの結果、売上高は28,181百万円（前年同四半期比1,631百万円減、

5.5％減）、セグメント利益（営業利益）は473百万円（前年同四半期比215百万円減、31.3％減）となりました。

②　情報システム関連事業

データセンターなどの第三世代ビジネス（クラウド・ビッグデータなど）が堅調に推移するとともに、ハード

ウェアビジネスが伸長したことにより、売上高は1,955百万円（前年同四半期比642百万円増、48.9％増）、セグ

メント利益（営業利益）は73百万円（前年同四半期は1百万円の利益）となりました。

③　その他

その他の事業である不動産事業につきましては、外部顧客への賃貸契約が減少した結果、売上高は107百万円

（前年同四半期比9百万円減、8.4％減）となりましたが、原価低減などにより、セグメント利益（営業利益）は

33百万円（前年同四半期比1百万円増、5.5％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

①　資産

当第１四半期連結会計期間末における総資産は70,581百万円（前連結会計年度比4,807百万円減、6.4％減）と

なりました。主な内容は、現金及び預金が1,051百万円増加し、受取手形及び売掛金が1,299百万円、商品が1,525

百万円、有形固定資産が292百万円、投資有価証券が220百万円及びその他流動資産が2,461百万円減少しておりま

す。

②　負債

当第１四半期連結会計期間末における負債は38,318百万円（前連結会計年度比4,351百万円減、10.2％減）とな

りました。主な内容は、その他流動負債が956百万円増加し、買掛金が4,011百万円、未払法人税等が389百万円及

び賞与引当金が730百万円減少しております。

③　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産は32,262百万円（前連結会計年度比456百万円減、1.4％減）とな

りました。主な内容は、親会社株主に帰属する四半期純利益を153百万円計上いたしましたが、配当金の支払が

466百万円あったことにより、利益剰余金が312百万円及びその他の包括利益累計額が149百万円減少しておりま

す。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,635,063 66,635,063
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数100株

計 66,635,063 66,635,063 － －
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残　高
(百万円)

資本準備金
増　減　額
(百万円)

資本準備金
残　　　高
(百万円)

平成28年６月30日 － 66,635,063 － 13,752 － 241
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

3,340 －
普通株式 389,300

完全議決権株式（その他） 普通株式 66,234,000 662,340 －

単元未満株式 普通株式 11,763 － －

発行済株式総数  66,635,063 － －

総株主の議決権 － 665,680 －
 

(注) １．「完全議決権株式（自己株式等）」の普通株式には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」により資産管理サービ

ス信託銀行㈱（信託Ｅ口）名義となっている自己株式が334,000株含まれております。

２．「単元未満株式」には、自己株式78株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）      

日産東京販売ホールディ
ングス株式会社

東京都品川区西五反田
４－32－１

55,300 334,000 389,300 0.58

計 － 55,300 334,000 389,300 0.58
 

　（注）他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度
の信託財産として拠出

資産管理サービス信託銀行㈱（信託
Ｅ口）

東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランド トリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、明治アーク監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 5,330 6,381

  受取手形及び売掛金 6,476 5,176

  商品 8,729 7,203

  仕掛品 212 327

  貯蔵品 55 53

  繰延税金資産 1,319 1,135

  その他 5,731 3,270

  貸倒引当金 △3 △3

  流動資産合計 27,852 23,546

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 6,324 6,233

   リース資産（純額） 7,338 7,253

   土地 16,742 16,858

   その他（純額） 6,089 5,857

   有形固定資産合計 36,494 36,202

  無形固定資産   

   のれん 1,354 1,332

   その他 157 168

   無形固定資産合計 1,511 1,500

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,297 3,076

   繰延税金資産 2,783 2,815

   その他 3,806 3,875

   貸倒引当金 △356 △435

   投資その他の資産合計 9,529 9,331

  固定資産合計 47,536 47,035

 資産合計 75,388 70,581
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 14,542 10,531

  1年内返済予定の長期借入金 336 336

  リース債務 551 529

  未払法人税等 431 42

  賞与引当金 1,342 611

  資産除去債務 160 160

  その他 5,355 6,312

  流動負債合計 22,720 18,523

 固定負債   

  長期借入金 244 160

  リース債務 6,794 6,729

  繰延税金負債 125 111

  退職給付に係る負債 12,294 12,305

  資産除去債務 302 303

  その他 189 185

  固定負債合計 19,949 19,795

 負債合計 42,670 38,318

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,752 13,752

  資本剰余金 256 256

  利益剰余金 17,137 16,824

  自己株式 △131 △131

  株主資本合計 31,013 30,701

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,162 1,008

  退職給付に係る調整累計額 △497 △493

  その他の包括利益累計額合計 664 515

 非支配株主持分 1,040 1,045

 純資産合計 32,718 32,262

負債純資産合計 75,388 70,581
 

 

 

 

 

EDINET提出書類

日産東京販売ホールディングス株式会社(E02544)

四半期報告書

 9/20



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 31,243 30,244

売上原価 23,518 22,854

売上総利益 7,724 7,390

販売費及び一般管理費 7,199 7,016

営業利益 525 374

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 32 39

 為替差益 － ※１  47

 雑収入 16 12

 営業外収益合計 50 100

営業外費用   

 支払利息 45 38

 支払手数料 57 57

 貸倒引当金繰入額 59 78

 雑損失 43 42

 営業外費用合計 206 217

経常利益 369 256

特別利益   

 受取補償金 － ※２  339

 特別利益合計 － 339

特別損失   

 固定資産除売却損 46 13

 たな卸資産評価損 － ※３  178

 特別損失合計 46 191

税金等調整前四半期純利益 322 404

法人税、住民税及び事業税 27 25

法人税等調整額 168 203

法人税等合計 196 228

四半期純利益 125 176

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△1 22

親会社株主に帰属する四半期純利益 127 153
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 125 176

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 221 △153

 為替換算調整勘定 △125 －

 退職給付に係る調整額 △43 4

 その他の包括利益合計 51 △148

四半期包括利益 177 27

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 171 4

 非支配株主に係る四半期包括利益 6 23
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【注記事項】

 

（会計方針の変更等）

当第１四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響は軽微であります。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

連結子会社である東京日産コンピュータシステム㈱（情報システム関連事業）において、従来、有形固定資産

（リース資産を除く）の減価償却方法について定率法を採用しておりましたが、当第１四半期連結会計期間より定

額法に変更しております。

この変更は、契約期間にわたり均等に収益をもたらすクラウドサービス事業が拡大してきていること、また、今

後もクラウドサービス事業に関する収益の拡大に向けた事業投資を見込んでいることもあり、当該事業に係る資産

の重要性が高まる見通しであることなどを総合的に勘案し、使用期間にわたり均等に費用配分を行うことが、より

適切に事業の実態を反映できるものと判断したことによるものであります。

この変更により、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益はぞれぞれ10百万円増加しております。
 

 

（追加情報）

当第１四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　１．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行８行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

当座貸越極度額の総額 10,100百万円  10,100百万円  

借入実行残高 －  －  

　　差引額 10,100百万円  10,100百万円  
 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）の営業外収益に計上しておりま

す「為替差益」は、前連結会計年度におけるカナダ子会社の事業譲渡に伴う清算配当金等に係る為替レート差で

あります。

※２．当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）の特別利益に計上しております

「受取補償金」は、三菱自動車工業の燃費認証値に関する問題が公表されたことによる軽自動車の「デイズ」

「デイズルークス」（ＯＥＭ車）の販売停止に伴う逸失利益等に対する補償金であります。

※３．当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）の特別損失に計上しております

「たな卸資産評価損」は、三菱自動車工業の燃費認証値に関する問題が公表されたことによる軽自動車の「デイ

ズ」「デイズルークス」（ＯＥＭ車）の中古車相場下落に伴う在庫車両に対する評価損等であります。

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 

前第１四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日

 至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日

 至 平成28年６月30日)

減価償却費 714百万円  704百万円  

のれんの償却額 22百万円  22百万円  
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年6月19日
定時株主総会

普通株式 266 4.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日 利益剰余金
 

(注)　平成27年６月19日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金0百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年6月23日
定時株主総会

普通株式 466 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金
 

(注)　平成28年６月23日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」制度において設

定した信託が保有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 (注) 合計自 動 車

関連事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 29,812 1,313 31,126 117 31,243

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
－ 106 106 － 106

計 29,812 1,420 31,233 117 31,350

セグメント利益 689 1 690 31 722
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計 690

「その他」の区分の利益 31

全社費用(注) △196

四半期連結損益計算書の営業利益 525
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものであります。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント

その他 (注) 合計自 動 車

関連事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 28,181 1,955 30,137 107 30,244

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
1 88 89 － 89

計 28,182 2,044 30,226 107 30,334

セグメント利益 473 73 547 33 580
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計 547

「その他」の区分の利益 33

全社費用(注) △206

四半期連結損益計算書の営業利益 374
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものであります。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（法人税法の改正による減価償却方法の変更）

「会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に

変更しております。

なお、この変更による当第１四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。

（自発的な減価償却方法の変更）

「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、連結子会社である東京日

産コンピュータシステム㈱（情報システム関連事業）において、有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却

方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更しております。

この変更により、従来の方法と比べて、当第１四半期連結累計期間の「情報システム関連事業」のセグメント

利益は10百万円増加しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第１四半期連結累計期間

(自　平成27年４月１日

　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成28年４月１日

　至　平成28年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1.91円 2.32円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する
四半期純利益金額　(百万円)

127 153

普通株主に帰属しない金額　(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額　(百万円)

127 153

普通株式の期中平均株式数　(千株) 66,353 66,245
 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式に計上されている「株式給付信託（ＥＳＯＰ）」に残存する自社の株式は、１株

当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　　なお、１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期連

結累計期間226千株、当第１四半期連結累計期間334千株であります。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年８月９日

日産東京販売ホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

明治アーク監査法人
 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   吉　　村　　　淳　　一　　㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   冨　　岡　　 慶 一 郎　　㊞

 

　

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   三　　島　　　徳　　朗　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日産東京販売

ホールディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産東京販売ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28

年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

会計方針の変更等に記載されているとおり、連結子会社である東京日産コンピュータシステム㈱は、従来、有形固定

資産（リース資産を除く）の減価償却方法について、定率法を採用していたが、当第１四半期連結会計期間より定額法

に変更している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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